
-

7,189,983
0.8 人工 人工

対・決 -83.9
6,741,983

総事業費 歳出+職員人件費 16,653,493 歳出+職員人件費 9,235,935 歳出+職員人件費
職員人件費

（参考） H23当初予算額
6,455,878 職員人件費 0.9

0
対・予 -85.9

人件費 職員人件費 0.7 人工 5,597,784

予算現額計 448,000
8,496,000 H24当初予算額 3,188,000 伸び率(％)

歳出内訳

決算額計 11,055,709 決算額計 2,780,057

19 負担金、補助及び交付金 143,547 19 負担金、補助及び交付金 68,500 19 負担金、補助及び交付金 177,000
13 委託料 10,690,680 13 委託料 2,563,680 13 委託料 66,000
11 需用費 158,862 11 需用費 143,877 11 需用費 146,000
09 旅費 10,120 09 旅費 4,000 09 旅費 6,000

金額 うち臨時分
01 報酬 52,500 01 報酬 0 01 報酬
節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

53,000

計 11,055,709 計 2,780,057 計 448,000
一般財源 8,348,809 一般財源 2,506,157 一般財源 260,000
その他 296,900 その他 235,100 その他 178,000

2,410,000 県支出金 38,800 県支出金 10,000
市債 市債 市債

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容

建築確認等申請書類の受理及び審査、屋
外広告物の許可、都市計画基礎調査委
託、市街化区域データ作成委託、その他
都市計画に関する事務処理等。

建築確認等申請書類の受理及び審査、屋
外広告物の許可、都市計画図の修正委
託、その他都市計画に関する事務処理
等。

建築確認等申請書類の受理及び審査、屋外広告物の
許可、その他都市計画に関する事務処理等。

目　的
（成果）

都市計画及び建築に関する事務を正確に処理する

内　容
（概要）

都市計画に関する事項の調査、審議及び建築等に関する書類の受付と県への進達を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画
コード

年度）

1112
事業名 02都市計画調整事業
会　計 一般会計 款・項・目 080401都市計画総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

Ｐ１

部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限

※事務事業コード／ 0108040102 平成 25 年度 事務事業シート
（平成 年度～平成無 有



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
権限委譲を検討すること。

地域の理解を得ながら、都市計画区域の見直しなどが必要である。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山　本　惠　美 担当部名 土木部
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

事務処理市としての権限委譲を検討する。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

建築確認や開発行為申請などの事務処理を行った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

都市計画道路事業認可に伴う用途地域の見直し及びまちづくり特例市へ
の都市計画分野の権限委譲の推進を図る。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

都市の健全な発展と秩序ある整備を図る。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

市東部地区には、都市計画区域外の区域もあることから都市計画区域へ
の編入や準都市計画区域の設定なども視野に入れた検討をしていく。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

0
実績 0 0

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
有効な土地利用を推進するため、都市計画区域や用途地域の変更等を
考慮し、　現在の土地利用状況や住民の意向を見極めることが必要にな
る。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

件／年 県へ進達処理した件数
目標

成果
指標

屋外広告物等による苦情 回／年 苦情件数
目標 0

目標
実績

0

活動
指標

建築確認等申請件数 件／年 年間の建築確認件数
目標 200

進達処理件数

■指標

200 200
実績 204 213

平成23年度 平成24年度 平成25年度

60
実績

Ｐ２
種類 指標名 単位 説明

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



2,247,328
総事業費 歳出+職員人件費 3,199,050 歳出+職員人件費 3,220,954 歳出+職員人件費 3,047,328

0.3 人工 2,420,954 職員人件費 0.3 人工人件費 職員人件費 0.3 人工 2,399,050 職員人件費
（参考） H23当初予算額 800,000 H24当初予算額

決算額計 800,000 決算額計 800,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

800,000 0
対・決 0.0 対・予 0800,000 伸び率(％)

計 800,000 計 800,000 計 800,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 800,000 19 負担金、補助及び交付金 800,000 19 負担金、補助及び交付金 800,000

一般財源 800,000 一般財源 800,000 一般財源 800,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容 施設内の清掃、植栽管理施設の修繕 施設内の清掃、植栽管理施設の修繕 施設内の清掃、植栽管理施設の修繕

目　的
（成果）

快適な生活環境づくりに寄与するため憩いの場を提供する。

内　容
（概要）

石岡市と共同による施設内の清掃、植栽管理、施設の修繕、見回り等

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 市民の関与 総合計画
コード 1341
事業名 03恋瀬橋ロードパーク管理運営事業
会　計 一般会計 款・項・目 080401都市計画総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0108040103 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限 無 有



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
施設の有効活用を検討すること。

国、石岡市、当市での管理に関する覚書を取り交わしているが、今後見直しの検討が必要である。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山　本　惠　美 担当部名 土木部
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

維持管理費の削減に努めると共に施設の有効利用を検討する。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

維持管理は、適切に行われている。よってみっぺ市のイベントを開催した。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

事業仕分けの内容を精査し、国（常陸工事事務所）と管理等について協
議を行う。ロードパーク利用促進のため、物販等のイベントを開催する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
６号国道の慢性的な渋滞が発生しているため、トイレや休憩施設を設置することにより、ドライ
バーの事故防止を図る。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

協議会負担金の減額や三者（国・石岡市・当市）で覚書による管理区分
の見直し、また、農産物の直売所等を実施し、ロードパーク内施設（東屋）
の有効利用を図る。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
平成２３年度かすみがうら市事業仕分けにおいて管理不要との判定結果
がでたが、石岡市と組織・運営していることから、当市のみで国等への要
望はできないため、今後の対応について石岡市との協議を要する。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

1 1
実績 1

0 0
実績 0 0成果

指標

施設に関する苦情 回／年 苦情件数
目標 0

イベント回数 回／年 施設のイベント回数
目標

360 360
実績 360 360

8 8
実績 8 8活動

指標

施設の見回り回数 回／年 施設の年間見回り回数
目標 8

施設内の清掃 回／年 施設の年間清掃回数
目標 360

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+
2,996,437

総事業費 歳出+職員人件費 2,677,050 歳出+職員人件費 2,688,954 歳出+職員人件費 3,265,437
0.3 人工 2,420,954 職員人件費 0.4 人工人件費 職員人件費 0.3 人工 2,399,050 職員人件費

（参考） H23当初予算額 278,000 H24当初予算額
決算額計 278,000 決算額計 268,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

269,000 0
対・決 0.4 対・予 0.4268,000 伸び率(％)

計 278,000 計 268,000 計 269,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 278,000 19 負担金、補助及び交付金 268,000 19 負担金、補助及び交付金 269,000

一般財源 278,000 一般財源 268,000 一般財源 269,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容

①期成会総会の開催
②建設促進について国土交通省・財務省・関東地方
整備局への中央要望
③国道６号バイパスの現況についての広報紙発行
④建設促進について常陸河川国道事務所への要望

①期成会総会の開催
②建設促進について国土交通省・財務省・関東地方
整備局への中央要望
③国道６号バイパスの現況についての広報紙発行
④建設促進について常陸河川国道事務所への要望

①期成会総会の開催
②建設促進について国土交通省・財務省・関東地方整備局
への中央要望
③国道６号バイパスの現況についての広報紙発行
④建設促進について常陸河川国道事務所への要望

目　的
（成果）

国道６号バイパス建設の早期実現に向けて促進運動、その他目的達成に必要な事業を実施する。
国道６号千代田石岡バイパス建設促進協議会／かすみがうら市（７．５ｋｍ）石岡市（６．５ｋｍ）小美玉市（０．７km）

内　容
（概要）

国道６号バイパス建設の早期実現を図り交通機能の改善並びに地域の活性化を図る。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画
コード 1211
事業名 04国道６号バイパス建設促進事業
会　計 一般会計 款・項・目 080401都市計画総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0108040104 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限 無 有



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
事業推進に向け協力すること。

常陸河川国道事務所と連携を蜜にし、事業推進を図る。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山　本　惠　美 担当部名 土木部
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

早期実現に向けて中央要望等を継続すると共に国、県、関係市と連携を
深め事業推進を図る。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

国への要望を実施し、事業の推進を図った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

国の事業ではあるが、県、市が一致団結して課題解決にあたり、千代田
石岡バイパス事業を推進する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

６号バイパスの早期完成に向けて、国への要望や事業への協力を行う。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

国の整備進捗状況（整備区域）により活動方針、事務局等の改変を要す
る。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題

千代田石岡部分の事業推進における課題に対して、国、県、市が課題解
決に向けての作業チームを編成した。早期に事業を完成させ、小美玉市
の延伸や土浦千代田部分の事業の着手についても併せて要望する必要
がある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

0 0
実績 0 0成果

指標

国道６号千代田石岡バイパスの整備進
捗状況（かすみがうら市内）

％ 常陸河川国道事務所における進捗率（執行事業費／総事業費）
目標 0

目標

実績

2 1
実績 1 2活動

指標

期成会による要望回数 回／年
国土交通省・財務省・関東地方整備局・常陸河川国道事務所への要望
回数

目標 2

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+
2,996,437

総事業費 歳出+職員人件費 80,392,142 歳出+職員人件費 54,870,439 歳出+職員人件費 129,200,437
0.4 人工 3,227,939 職員人件費 0.4 人工人件費 職員人件費 0.4 人工 3,198,734 職員人件費

（参考） H23当初予算額 77,194,000 H24当初予算額
決算額計 77,193,408 決算額計 51,642,500 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

126,204,000 0
対・決 144.4 対・予 144.451,643,000 伸び率(％)

計 77,193,408 計 51,642,500 計 126,204,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 77,193,408 19 負担金、補助及び交付金 51,642,500 19 負担金、補助及び交付金 126,204,000

一般財源 77,193,408 一般財源 51,642,500 一般財源 20,204,000

106,000,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容
一部事務組合による事業認可申請図書作
成、測量・調査及び施行規定・事業計画を
作成する。

一部事務組合による道路基本設計・換地
設計・建物補償調査業務・自由通路基本
設計・橋上駅舎基本設計・駅東歩行者専
用道路設計・区画整理事業工事展開策定
業務を実施する。

一部事務組合による区画整理事業の減価買収用地、建
物補償、道路基本・実施設計、換地設計、建物補償調
査、工事工程策定、東口歩行者専用道路基本・実施設
計委託業務を実施する。

目　的
（成果）

神立駅周辺は、広域の交流拠点、当市及び土浦市の玄関口として重要な地域であり駅前広場を含む交通結節点機能を向上させることにより交通渋滞緩和及び歩行者空間を確
保することによる通勤・通学者の環境機能向上並びに商業環境の発展を図り、土地の有効活用と都市機能充実に寄与する。

内　容
（概要）

駅前広場を含む土地区画整理事業の実施に合わせ、橋上駅舎整備、東西自由通路整備を実施する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画
コード 1113
事業名 06神立駅周辺整備事業
会　計 一般会計 款・項・目 080401都市計画総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0108040106 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 23 年度～平成 31 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限 無 有



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
事業推進に向け協力すること。

事業計画を見直しながら、事業費の軽減を図る。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山　本　惠　美 担当部名 土木部
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

一部事務組合及び土浦市と連携しながら事業を推進する。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

一部事務組合による事業推進を図った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

一部事務組合による路線測量や建物補償調査を実施し、事業推進を図る。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

神立駅前の狭あいさを解消し、駅舎改築を合わせ駅周辺の都市基盤の整備を図る。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

事業完了後に当該地区及び周辺の商業環境が活性化するよう地元住民
や行政が一体となり考える必要がある。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
多額の財政負担を要する事業のため、無理のない事業計画を立てるとと
もに事業費の軽減に努める。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

100 100
実績 85 97成果

指標

計画の進捗率（年度毎） ％ 事業の進捗率（支出事業費／総事業費）
目標 100

目標

実績

20 20
実績 25 25活動

指標

関係機関との協議回数 回 事業をスムースに進めるため関係機関との協議回数
目標 20

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



2,247,328
総事業費 歳出+職員人件費 3,338,734 歳出+職員人件費 3,437,939 歳出+職員人件費 2,597,328

0.4 人工 3,227,939 職員人件費 0.3 人工人件費 職員人件費 0.4 人工 3,198,734 職員人件費
（参考） H23当初予算額 350,000 H24当初予算額

決算額計 140,000 決算額計 210,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

350,000 0
対・決 66.7 対・予 0350,000 伸び率(％)

計 140,000 計 210,000 計 350,000
金額 うち臨時分

13 委託料 140,000 13 委託料 210,000 13 委託料 350,000

一般財源 39,000 一般財源 58,500 一般財源 98,000
その他 8,000 その他 12,000 その他 20,000

27,000 県支出金 40,500 県支出金 67,000
市債 市債 市債

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容 木造住宅の耐震診断士派遣事業を実施 木造住宅の耐震診断士派遣事業を実施 木造住宅の耐震診断士派遣事業を実施

目　的
（成果）

市内の木造建築物の耐震性能を確保するため、耐震診断と耐震改修を促進することにより既存建築物の耐震性能の向上を図るとともに今後、予想される地震災害から市民の生
命・財産を守る。

内　容
（概要）

昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けた所有者が居住する一戸建て２階建て以下の木造住宅へ耐震診断士を派遣する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 66,000 国庫支出金 99,000 国庫支出金 165,000
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画
コード 1112
事業名 07住宅・建築物耐震化推進事業
会　計 一般会計 款・項・目 080401都市計画総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0108040107 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限 無 有



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
耐震化を進めるためにも事業のPRを行うこと。

建築物の耐震性把握の必要性を該当する建築物の所有者に啓発する。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山　本　惠　美 担当部名 土木部
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

建物の所有者は、自己の責任において地震に対する安全性を確保する
ようＰＲする。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

昭和５６年以前の木造住宅の耐震診断であり、地震に対する備えの第一歩として耐震性を改め
て確認する。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

今年度の診断実績に応じて実施件数の見直しを行う。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

東日本大震災の被害を教訓に、地震に対する建築物の耐震性を把握する必要性がある。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

公共施設及び一般建築物の耐震化の向上を目指す。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題

東日本大震災により多くの建築物に被害が発生した。建物の所有者は、
自らの生命と財産は自らが守るという意識を持ち、建築物の倒壊等により
周辺の安全に支障を来たすことがないように、建築物の耐震性を把握し、
必要に応じて耐震化を進める必要がある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

10 10
実績 4 6成果

指標

診断士派遣実績 件 耐震診断士派遣実績
目標 10

目標

実績

2 2
実績 2 2活動

指標

広報・ＰＲ 回 ホームページ・広報誌等
目標 2

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0108040202 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限

市民協働 市民の関与 総合計画
コード 1341
事業名 02都市公園維持管理事業
会　計 一般会計 款・項・目 080402公園費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容
草刈、樹木の剪定、トイレ等の清掃、施設
の修繕

草刈、樹木の剪定、トイレ等の清掃、施設
の修繕及び維持

草刈、樹木の剪定、トイレ等の清掃、施設の修繕及び維
持

目　的
（成果）

安全で快適な環境づくりに寄与するため、幅広い年齢層のコミュニケーション及び憩いの場を提供する。

内　容
（概要）

６公園（約6.１ｈａ）内の草刈、樹木の剪定、修繕、遊具施設の保守点検

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
管理する公園
１　桜塚公園　　　　　  　 1,990㎡
２　逆西第一児童公園 　2,257㎡
３　稲吉ふれあい公園 　4,960㎡
４　大塚ファミリー公園 　5,048㎡
５　第２常陸野公園　　 45,209㎡
６　フルーツ公園通り　 　1,658㎡

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 17,233,740 一般財源 16,827,022 一般財源 15,761,000
その他 その他 その他 72,000

計 17,233,740 計 16,827,022 計 15,833,000
金額 うち臨時分

11 需用費 1,879,006 11 需用費 1,331,854 11 需用費 1,667,000

13 委託料 4,395,595 13 委託料 4,563,109 14 使用料及び賃借料 8,592,000
12 役務費 15,750 12 役務費 4,000 13 委託料 5,542,000

16 原材料費 32,130 16 原材料費 16,800
14 使用料及び賃借料 10,911,259 14 使用料及び賃借料 10,911,259 16 原材料費 32,000

15,833,000 0
対・決 -5.9 対・予 -17.219,121,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 16,675,000 H24当初予算額

決算額計 17,233,740 決算額計 16,827,022 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

5,243,764
総事業費 歳出+職員人件費 22,031,840 歳出+職員人件費 23,282,900 歳出+職員人件費 21,076,764

0.8 人工 6,455,878 職員人件費 0.7 人工人件費 職員人件費 0.6 人工 4,798,100 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

公園の見回り回数 回／年 年間公園見回り数
目標 24

草刈公園数 箇所 年間の草刈箇所数
目標 7 7 6
実績 7 7

24 24
実績 24 24

成果
指標

公園に関する苦情 回／年 苦情件数
目標 0

草刈実施回数 ％ 草刈実施公園／市全体の公園数
目標 100 100 100
実績 100 100

0 0
実績 2 0

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 公園内の施設を壊したり、ごみを捨てるなど維持管理に苦慮している。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

注意喚起の看板設置や見回り回数を増やす。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

都市公園等の維持管理を行い、地域住民の憩いの場を提供する。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

地域住民が見回りなどをしてくれるよう推進していく。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

公園の管理委託方法を検討する。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

草刈や施設の維持管理に努めた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
都市公園の管理を適切に行うこと。

公園の維持管理を地元自治会に協力要請する。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山　本　惠　美 担当部名 土木部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



※事務事業コード／ 0108040302 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 25 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画
コード 1214
事業名 02駐輪・駐車場管理運営事業
会　計 一般会計 款・項・目 080403駐車・駐輪場管理事業費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容
違法駐輪・駐車のチェック、施設内の清掃
及び草取り、管理

違法駐輪・駐車のチェック、施設内の清掃
及び草取り、管理

違法駐輪・駐車のチェック、施設内の清掃及び草取り、
管理

目　的
（成果）

駐輪・駐車場利用者が円滑かつ快適に利用できるよう努める。

内　容
（概要）

駐輪・駐車場施設及び敷地内の維持管理。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0
その他 1,916,403 その他 1,924,884 その他 1,958,000

計 1,916,403 計 1,924,884 計 1,958,000
金額 うち臨時分

11 需用費 121,758 11 需用費 155,252 11 需用費 154,000

13 委託料 1,786,298 13 委託料 1,764,693 13 委託料 1,792,000
12 役務費 703 12 役務費 739 12 役務費 4,000

16 原材料費 7,644 16 原材料費 4,200 16 原材料費 8,000

1,958,000 0
対・決 1.7 対・予 01,958,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 1,931,000 H24当初予算額

決算額計 1,916,403 決算額計 1,924,884 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

2,996,437
総事業費 歳出+職員人件費 4,315,453 歳出+職員人件費 5,152,823 歳出+職員人件費 4,954,437

0.4 人工 3,227,939 職員人件費 0.4 人工人件費 職員人件費 0.3 人工 2,399,050 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

施設内の見回り 回／日 施設内の見回り数
目標 1

草刈、除草剤散布 日／年 年間の草取り、除草剤延べ日数
目標 48 48 12
実績 40 12

1 1
実績 1 1

成果
指標

駐輪・駐車場に関する苦情 回／年 苦情件数
目標 0

駐輪・駐車場の利用台数 台 駐輪駐車場の月平均利用台数
目標 85 85 65
実績 58 65

0 0
実績 2 0

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
平成25年度中に神立区画整理組合より減価買収の予定であるため、この
事業は廃止予定。現在の利用者に閉鎖の通知PRを行う。普通財産への
所管換えと契約、解体工事、条例の廃止手続きなどを行う必要がある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

閉鎖に伴う利用者対応と換地計画を検討する。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

通勤通学者の利便性のため、駅周辺に公共の駐車・駐輪場を設置した。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

区画整理事業の実施により、換地で市有地が残る場合には、利用方法を
検討する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

閉鎖に伴う利用者対応と換地計画を検討する。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

駐輪場は、駅前から離れており土浦市の駐輪場も利用できるため利用者が少ないと思われる。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
利用者の対応に努めること。

神立駅西口地区土地区画整理事業の進捗により廃止となる見込み。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山　本　惠　美 担当部名 土木部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

※事務事業コード／ 0108040402 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 25 年度～平成 29 年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画
コード 1113
事業名 02街路整備事業
会　計 一般会計 款・項・目 080404街路事業費 新規／継続

（事業区分１）
新規

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容
街路管理事業
草刈業務、境界柵等管理業務

街路整備事業へ統合
用地測量業務、路線測量業務、基本設計
業務、草刈業務

用地鑑定業務、土地評価業務、補償調査業務、用地買
収、物件等補償、草刈業務、付帯工事等

目　的
（成果）

神立駅周辺整備の進捗状況を考慮しながら、都市計画道路神立停車場線の整備を進める。

内　容
（概要）

神立駅を中心とした周辺地区の都市基盤を整備することにより、調和のとれた魅力的な都市環境を創出し、円滑な交通導線の確保と快適な環境の形成を図り、かつ都市防災の面
からも支援する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
都市計画道路神立停車場線
全体整備延長　L=1,150ｍW=18ｍ
事業年度　平成25年度～29年度
用地買収　平成25年度～28年度
道路改良　平成27年度～29年度
舗装工事　平成29年度
平成25年度より街路管理事業か
ら街路整備事業に事業名を変更
した。

平成24年度活動指標
除草作業回数
目標　　8
実績　　6

平成24年度成果指標
道路用地に対する苦情件数
目標　　0
実績　　0

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金 75,000,000
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 586,910 一般財源 26,965,275 一般財源 14,662,000

71,200,000
その他 その他 その他

計 586,910 計 26,965,275 計 160,862,000
金額 うち臨時分

11 需用費 0 11 需用費 0 09 旅費 18,000

16 原材料費 34,461 16 原材料費 21,000 13 委託料 7,757,000
13 委託料 539,449 13 委託料 26,931,275 11 需用費 20,000

16 原材料費 52,000
19 負担金、補助及び交付金 13,000 19 負担金、補助及び交付金 13,000 15 工事請負費 3,000,000

19 負担金、補助及び交付金 15,000
17 公有財産購入費 50,000,000

22 補償補填及び賠償金 100,000,000

160,862,000 0
対・決 496.6 対・予 391.432,737,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 597,000 H24当初予算額

決算額計 586,910 決算額計 26,965,275 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

11,236,638
総事業費 歳出+職員人件費 2,186,277 歳出+職員人件費 31,000,199 歳出+職員人件費 172,098,638

0.5 人工 4,034,924 職員人件費 1.5 人工人件費 職員人件費 0.2 人工 1,599,367 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

道路用地の見回り回数 回／年 市の見回り回数
目標

用地交渉回数 回／年 用地買収に伴う交渉回数
目標 20
実績

12 24
実績 12

成果
指標

用地買収面積 ㎡ 用地買収面積
目標

道路整備延長 ｍ 道路整備延長
目標 0
実績

2,000
実績

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
事業認可を受け、用地補償費を決定し早期に用地交渉に着手しなけれ
ばならない。また、土浦市と協議を行いながら、神立駅西口土地区画整備
事業に合わせて事業推進を図る。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 石　塚　洋　二 担当課名 都市整備課

用地買収の推進を図る。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

神立駅西口土地区画整理事業に合わせ、都市計画道路整備を推進する。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

神立停車場線（都市計画道路）は、昭和38年に都市計画決定したもので
ある。50年以上経過しても事業完了していないため、土浦市と神立駅西
口土地区画整備事業と連携しながら早期に計画的全線整備を図る。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

用地買収の推進を図る。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

道路用地の草刈管理等は、予定どおり行った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
事業推進に努めること。

用地買収を計画的に推進し、部分的な道路整備が図れるようにする。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山　本　惠　美 担当部名 土木部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額


